
 

 

医師法第 16条の 10の規定に基づく医師の研修に関する計画 

（専門研修プログラムのシーリング等）への意見について 

 

○概要 

医師法第 16 条の 10 第１項の規定に基づき、一般社団法人日本専門医機構から厚生   

労働省に対して医師の研修に関する計画(令和８年度（2026年度）専門研修プログラムの

シーリング等）が提示された。これに伴い、同条第３項の規定に基づき、同省から各都道

府県に対して協議があったことから、同条同項及び第４項の規定に基づき、地域医療対

策協議会の意見を聴いた上で、同省に対して意見を提出するもの。 
 

《参考》 

専門研修に厚生労働大臣・都道府県知事の意見を反映させる制度（医師法第 16条の 10） 
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意見を反映させる 

努力義務(第５項) 

協議 

資料１－１ 

都道府県知事 

厚生労働大臣 

日本専門医機構 

地域医療対策協議会 

医師法（抜粋） 

第 16条の 10 医学医術に関する学術団体その他の厚生労働省令で定める団体は、医師の

研修に関する計画を定め、又は変更しようとするとき（当該計画に基づき研修を実施す

ることにより、医療提供体制の確保に重大な影響を与える場合として厚生労働省令で定

める場合に限る。）は、あらかじめ、厚生労働大臣の意見を聴かなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、前項の団体を定める厚生労働省令の制定又は改廃の立案をしようと

するときは、医道審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定により意見を述べるときは、あらかじめ、関係都道府

県知事の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県知事は、前項の規定により意見を述べるときは、あらかじめ、地域医療対策

協議会の意見を聴かなければならない。 

５ 第一項の厚生労働省令で定める団体は、同項の規定により厚生労働大臣の意見を聴い

たときは、同項に規定する医師の研修に関する計画の内容に当該意見を反映させるよう

努めなければならない。 



 

 

○令和８年度(2026年度)専門研修プログラム(診療科別)シーリングについて  

＜シーリングの対象となる都道府県・診療科＞ 

・「2018 年の医師数」が「2018 年の必要医師数」及び「2024 年の必要医師数」と同

数あるいは上回る都道府県・診療科 

・例外として、外科・産婦人科・病理・臨床検査・救急・総合診療科の６診療科は、

シーリングの対象外 

※昨年度から変更なし。 

※愛媛県は全診療科シーリングの対象外。 

 

＜シーリング（採用上限）の計算方法等＞ 

◆通常募集プログラム 

・基本数：都道府県の人口を加味した算出方法に変更 

当該診療科の過去３年間の全国専攻医採用数の平均×（都道府県の人口／全国

の総人口） 

・加算数：指導医派遣の実績を加算 

➢ 基本数が、過去３年間の平均採用数に達していない場合、「過去３年間の平均採

用数に達しない範囲」かつ「通常プログラム基本数の 15％までの範囲」 

➢ （全派遣実績(人年)）× 0.5枠＋（足下充足率 0.7 以下の都道府県への派遣実績(人年)）×0.5 枠  

 

◆連携プログラム（及び連携プログラム（都道府県限定分）） 

・シーリングによる急激な変化によってもたらされる影響への配慮などの理由から、  

今年度も引き続き設置 

・地域医療に資する観点から、シーリング対象外の都道府県の施設を１年６ヶ月以上

連携先とするもの 

（※ただし、その一部を医師不足が顕著である都道府県（足下充足率 0.8以下）で

研修を行う「連携プログラム（都道府県限定分）」として設定する必要がある。） 

※昨年度から変更なし。 

 

◆特別地域連携プログラム 

・一定の条件のもと、「通常募集プログラム」及び「連携プログラム」の別枠として

「特別地域連携プログラム」を設定（足下充足率が 0.7以下の都道府県が対象。） 

・今回よりシーリング枠内に設置（従来はシーリング枠外） 

・上記に伴う連携施設の負担を考慮し、令和８年度の特別地域連携プログラムを連携

プログラム（都道府県限定分を含む）に振り替えることが可能 

※本県は足下充足率が 0.7以下の都道府県（診療科）に該当していない。 

 

 

 



 

 

〇厚生労働大臣に対する意見（案） 

１ 国から都道府県への協議に関する意見 

（１）令和８年度（2026年度）シーリング案に関する意見 

   連携プログラムや特別地域連携プログラムの設定などにより、専攻医は一定期間、

シーリング対象外の都道府県の施設での研修が義務付けられることとなるが、結局

は、当該プログラムを策定する都市部の基幹病院への登録が可能であるため、医師の

偏在是正の効果は限定的となっている。このため、より実効性のあるシーリングの計

算方法とする必要があるのではないか。 

２ 個別のプログラムに関する意見 

（１）プログラムの連携施設及びローテーションの設定に関する意見 

プログラムの連携施設は、医師多数区域以外の医療機関にも複数設定されている

が、診療科領域によっては、二次医療圏域ごとの１連携施設あたり指導医数に偏在が

見られる。 

専攻医が特定の圏域の医療機関に偏ることがないよう、指導医が地域の医療機関に

柔軟に派遣される仕組みを構築するなど、各圏域において地域医療を学ぶことができ

る基盤づくりを推し進めてもらいたい。 

（２）プログラムの採用人数に関する意見：意見なし 

（３）プログラムの廃止に関する意見  ：意見なし 

（４）地域枠医師等への配慮に関する意見：意見なし 

 

３ 各診療領域のプログラムに共通する意見 

（１）複数の基幹施設設置に関する意見（内科、小児科、精神科、外科、整形外科、産婦

人科及び麻酔科のみ）      ：意見なし 

（２）診療科別の定員配置に関する意見 ：意見なし 
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愛媛県における二次医療圏ごとの１連携施設あたり指導医数

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

基本領域

圏域

宇摩 施設数（A） 2 1 0 3 2 2 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 5

指導医数（B） 12 2 0 7 6 2 0 0 1 0 2 0 2 0 0 0 0 0 10

B/A 6.0 2.0 - 2.3 3.0 1.0 - - 1.0 - 2.0 - 2.0 0.0 - - - - 2.0

新居浜・西条 施設数（A） 16 2 0 5 7 8 2 4 2 1 4 2 4 3 0 2 0 1 9

指導医数（B） 47 6 0 14 13 9 4 4 2 2 5 3 2.2 3 0 0.5 0 1 11

B/A 2.9 3.0 - 2.8 1.9 1.1 2.0 1.0 1.0 2.0 1.3 1.5 0.6 1.0 - 0.3 - 1.0 1.2

今治 施設数（A） 10 2 2 2 4 2 2 0 2 2 2 2 2 2 0 3 0 0 3

指導医数（B） 38 6 2 8 6 2 2 0 2 3 3 6 1 0 0 0 0 0 2

B/A 3.8 3.0 1.0 4.0 1.5 1.0 1.0 - 1.0 1.5 1.5 3.0 0.5 0.0 - 0.0 - - 0.7

松山 施設数（A） 41 9 4 10 11 13 8 6 5 5 5 6 6 7 0 4 3 4 13

指導医数（B） 669 51 3.5 44 30.1 35 26 11 9.5 9 16 23 23 3.3 0 0 4 4 14.75

B/A 16.3 5.7 0.9 4.4 2.7 2.7 3.3 1.8 1.9 1.8 3.2 3.8 3.8 0.5 - 0.0 1.3 1.0 1.1

八幡浜・大洲 施設数（A） 18 1 0 2 3 6 0 2 1 2 1 0 2 1 0 3 0 0 10

指導医数（B） 48 1 0 6 3 7 0 0 1 3 3 0 2 0 0 0 0 0 6.5

B/A 2.7 1.0 - 3.0 1.0 1.2 - 0.0 1.0 1.5 3.0 - 1.0 0.0 - 0.0 - - 0.7

宇和島 施設数（A） 13 2 1 2 2 5 2 1 1 1 1 1 1 3 0 3 3 1 10

指導医数（B） 34 6 1 10 2 9 4 2 2 1 3 4 2 2 0 0 0 1 10.3

B/A 2.6 3.0 1.0 5.0 1.0 1.8 2.0 2.0 2.0 1.0 3.0 4.0 2.0 0.7 - 0.0 0.0 1.0 1.0

※「日本専門医機構　専門医研修プログラム管理システム」出力データから集計（R7.7.28時点）

※施設数には、関連施設を含む

…診療科ごとに、１連携施設あたり指導医数が最も多いもの（例：内科の場合は松山圏域が最も多い）

整形外科 産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 救急科泌尿器科 脳神経外科内科 小児科 皮膚科 精神科 外科 放射線科 麻酔科 病理 臨床検査

資料１－３

形成外科 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 総合診療


